
※１ 本社のみ、事業所があっても本社登録、委任する事業所がある場合、こちらへ記入
※２ 委任する事業者がある場合、本社（本店）について記入
※３ 指名通知書等、実際にメールのやり取りが可能なアドレスを登録
※４ 加入の有無について、該当するものを○で囲う（無がある場合、入札参加資格の認定はできません。）

●建設工事入札参加資格認定希望業種

1 16

2 17

3 18

4 19

5 20

6 21

7 22

8 23

9 24

10 25

11 26

12 27

13 28

14 29

15

【記入上の注意】

代
表
者

役　職

フリガナ

氏　名

  ７・８　　　　　　業  者  カ  ー  ド　　　　　（建設工事）

申請人
登録をする事業所名　※１

（本社のみ又は支店、営業所、出張所等）
本社又は本店　※２

（委任する事業所がある場合）

フリガナ

名　称

電　話 　　　　　　　　　　－　　　　　　　　－

ＦＡＸ 　　　　　　　　　　－　　　　　　　　－

法人番号
（１３桁）

所在地
　　〒　　　　　　　－ 　　〒　　　　　　　－

建設業
許可番号

許　　　　　　　　可　　　　　　　　番　　　　　　　　号

業種名
完成工事高

２年又は３年平均（千円）
希望する業種 業種名

完成工事高
２年又は３年平均（千円）

希望する業種

E-mail アドレス　※3

設立年（西暦）

保険加入　※4 雇用保険 有　無　適用除外 健康保険 有　無　適用除外 厚生年金保険

建築工事 塗装工事

土木工事 ガラス工事

左官工事 内装仕上工事

大工工事 防水工事

石工事 熱絶縁工事

どび・土工・コンクリート工事 機械器具設置工事

電気工事 造園工事

屋根工事 電気通信工事

タイル・れんが・ブロック工事 建具工事

管工事 さく井工事

鉄筋工事 消防施設工事

鋼構造物工事 水道施設工事

しゅんせつ工事 解体工事

舗装工事 清掃施設工事

・認定を希望する業種について、経営規模等評価通知書総合評定値通知書から完成工事高を転記の上、希望する
業種に「○」を付けてください。この場合、当該建設業の許可及び経営事項審査（完成工事高が０円の場合は不可）
を受けており、かつ直前２年間の各事業年度において実績を有していることが必須です。

・経営事項審査において業種間振替（業種間積み上げ）を行うと、振替元（積み上げ元）の許可業種は審査対象業種
として申請できないため、当該許可業種について、「建設工事入札参加資格認定希望業種」として希望できません。

・例として「とび・土工・コンクリート工事」の実績を「土木一式工事」に振替し、「とび・土工・コンクリート工事」の完成工
事高が０円の場合は、総合評定値（P）があっても、「建設工事入札参加資格認定希望業種」として「とび・土工・コンク
リート工事」を希望できません。

R5・R6受理証番号

板金工事

―

有　無　適用除外

―大 臣 知 事 コ ー ド

業者カード１/３



番号
建設工事の

種類
特に希望する
工事の種類 コード 工事の種類 番号

建設工事の
種類

特に希望する
工事の種類 コード 工事の種類

1 土木一式工事 001 一般土木工事 14 しゅんせつ工事 055 しゅんせつ工事

002 下水道推進工事 15 板金工事 056 板金工事

003 橋梁下部工事 16 ガラス工事 057 ガラス工事

004 河川・港湾工事　※1 17 塗装工事 058 建物塗装工事

005 造成工事 059 橋梁塗装工事

006 治山工事 060 路面標示工事

007 PC工事 061 ライニング工事

2 建築一式工事 008 木造建築工事 062 アスベスト対策工事

009 鉄骨造建築工事 18 防水工事 063 防水工事

010 鉄筋コンクリート造建築工事 19 内装仕上工事 064 インテリア工事

011 鉄骨鉄筋コンクリート造建築工事 065 畳工事

012 プレハブ建築工事 066 防音工事

013 文化財改修工事　 067 アスベスト対策工事

3 大工工事 014 大工工事 20 機械器具設置工事 068 エレベータ設備　（一般）

4 左官工事 015 左官工事 069 エレベータ設備　（小荷物用）

5 とび・土工・コンクリート工事 016 遊具・体育施設工事 070 プラント設備工事

017 フェンス設置工事（防球網設置工事を含む） 071 計装機器工事

018 道路付属物設置工事 072 運搬機器工事

019 杭打ち・杭抜き工事 073 ポンプ設備工事

020 土砂等の掘削工事 074 集塵機器工事

021 コンクリート工事 075 舞台装置工事

022 地盤改良工事 21 熱絶縁工事 076 熱絶縁工事

023 地すべり防止工事 22 電気通信工事 077 放送機械設備工事

024 法面保護工事 078 データ通信設備工事

025 足場等仮設工事 079 TV電波障害防除設備工事

6 石工事 026 石・ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ積み（張り） 080 無線通信設備工事

7 屋根工事 027 屋根ふき工事 081 有線通信設備工事

8 電気工事 028 照明設置工事 23 造園工事 082 苑地築造工事

029 発電設備工事 083 屋上等緑化工事

030 送配電設備工事 24 さく井工事 084 さく井・さく孔・掘削工事

031 受変電設備工事 085 揚水設備工事

032 構内電気設備（非常用電気設備を含む）工事 25 建具工事 086 木製建具工事

9 管工事 033 給排水衛生設備工事 087 サッシ工事

034 浄化槽設備工事 088 シャッター工事

035 冷暖房・空気調和設備工事 089 自動ドア工事

036 ガス配管設備工事 090 ふすま工事

037 管内更生工事　※2 091 金属製建具工事

038 厨房設備工事 26 水道施設工事 092 取水・浄水・配水施設工事

10 ﾀｲﾙ・れんが・ﾌﾞﾛｯｸ工事 039 築炉工事 093 下水処理設備工事

040 ﾀｲﾙ・ﾚﾝｶﾞ・ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ積み（張り）工事 27 消防施設工事 094 自動火災報知設備工事

11 鋼構造物工事 041 鉄骨工事 095 消火設備工事

042 鋼橋上部工事 096 スプリンクラー設備工事

043 河川用水門扉工事 097 排煙設備工事

044 鉄塔工事 098 避難設備工事

045 貯蔵用タンク工事 099 非常警報設備工事

046 歩道橋工事 28 清掃施設工事 100 ごみ処理施設工事

047 樋門・樋管扉工事 101 し尿処理施設工事

048 橋梁耐震補強工事 29 解体工事 102 工作物解体工事　

12 鉄筋工事 049 鉄筋加工工事

13 舗装工事 050 アスファルト舗装工事 ※1 作業船を使用できる場合に希望可能

051 セメント・コンクリート舗装工事 ※2 管内検査用テレビカメラを使用できる場合に希望可能

052 インターロッキング工事

053 クレイコート工事

054 透水性舗装工事

【記入上の注意】

建設工事入札参加資格認定希望業種のうち、特に希望する工事の種類

商号又は名称

・経営事項審査において業種間振替（業種間積み上げ）を行うと、振替元（積み上げ元）の許可業種は審査対象業種
として申請できないため、当該許可業種について、「特に希望する工事の種類」として希望できません。

・例として「とび・土工・コンクリート工事」の実績を「土木一式工事」に振替し、「とび・土工・コンクリート工事」の完成工
事高が０円の場合は、総合評定値（P）があっても、「特に希望する工事の種類」として「とび・土工・コンクリート工事」
のコード016～025は希望できません。

・建設工事入札参加資格認定希望業種のうち、「特に希望する工事の種類」に最大４種類まで「○」を付けてくださ
い。「特に希望する工事の種類」は１年間は変更できません。「特に希望する工事の種類」は、指名競争入札の業者
選定時の参考とさせていただきます。

・「特に希望する工事の種類」については、当該建設業の許可及び経営事項審査（完成工事高が０円の場合は不可）
を受けており、かつ「建設工事の種類」が直前２年間の各事業年度において実績を有していることが必須です。（例：
遊具・体育施設工事の実績が２年間なくても、とび・土工・コンクリート工事としての実績が２年間あればよい）

業者カード２/３



商号又は名称

以下の内容についての該当の有無について 有 無

●資本関係に関する事項

親会社（会社法第２条第４号の規定によるもの。）

1 － 2 －

子会社（会社法第２条第３号の規定による子会社）のうち、建設業許可を有している子会社

1 －

2 －

3 －

4 －

5 －

6 －

7 －

8 －

9 －

10 －

　●役員の兼任に関する事項

役職名 氏名 兼任先の建設業許可番号

1 －

兼任先での役職 兼任先の商号又は名称

役職名 氏名 兼任先の建設業許可番号

2 －

兼任先での役職 兼任先の商号又は名称

役職名 氏名 兼任先の建設業許可番号

3 －

兼任先での役職 兼任先の商号又は名称

役職名 氏名 兼任先の建設業許可番号

4 －

兼任先での役職 兼任先の商号又は名称

役職名 氏名 兼任先の建設業許可番号

5 －

兼任先での役職 兼任先の商号又は名称

　【記載要領】

１．本調書は、申請日現在で作成すること。

建設業許可番号 建設業許可番号

商号又は名称 商号又は名称

本店住所 本店住所

建設業許可番号 　商号又は名称

建設業許可番号 　商号又は名称

建設業許可番号 　商号又は名称

建設業許可番号 　商号又は名称

建設業許可番号 　商号又は名称

建設業許可番号 　商号又は名称

建設業許可番号 　商号又は名称

建設業許可番号 　商号又は名称

建設業許可番号 　商号又は名称

建設業許可番号 　商号又は名称

３．役職名には、「代表取締役」、「取締役」（社外取締役を含む。）、「管財人」、又は「執行役」（代表執行役を
　　含む。）のいずれかを記載する。「監査役」、「執行役員」等は役員に該当しない。

２．親会社は建設業者に限らず持ち株会社等も記載の対象となります。親会社が建設業許可を受けていない場合
　　には、建設業許可番号欄に「なし」と記載すること。

業者カード３/３



3

2 3 8 9 0 1 2

※１ 本社のみ、事業所があっても本社登録、委任する事業所がある場合、こちらへ記入
※２ 委任する事業者がある場合、本社（本店）について記入
※３ 指名通知書等、実際にメールのやり取りが可能なアドレスを登録
※４ 加入の有無について、該当するものを○で囲う（無がある場合、入札参加資格の認定はできません。）

●建設工事入札参加資格認定希望業種

1 16

2 17

3 18

4 19

5 20

6 21

7 22

8 23

9 24

10 25

11 26

12 27

13 28

14 29

15

【記入上の注意】

・認定を希望する業種について、経営規模等評価通知書総合評定値通知書から完成工事高を転記の上、希望する
業種に「○」を付けてください。この場合、当該建設業の許可及び経営事項審査（完成工事高が０円の場合は不可）
を受けており、かつ直前２年間の各事業年度において実績を有していることが必須です。

・経営事項審査において業種間振替（業種間積み上げ）を行うと、振替元（積み上げ元）の許可業種は審査対象業種
として申請できないため、当該許可業種について、「建設工事入札参加資格認定希望業種」として希望できません。

・例として「とび・土工・コンクリート工事」の実績を「土木一式工事」に振替し、「とび・土工・コンクリート工事」の完成工
事高が０円の場合は、総合評定値（P）があっても、「建設工事入札参加資格認定希望業種」として「とび・土工・コンク
リート工事」を希望できません。

R5・R6受理証番号 123

板金工事

しゅんせつ工事 解体工事

舗装工事 清掃施設工事

鉄筋工事 消防施設工事

鋼構造物工事 水道施設工事

タイル・れんが・ブロック工事 建具工事

管工事 さく井工事

電気工事 造園工事

屋根工事 電気通信工事

石工事 熱絶縁工事

どび・土工・コンクリート工事 4,000 機械器具設置工事○

左官工事 内装仕上工事

大工工事 防水工事

建築工事 1,000,000 塗装工事

土木工事 200,000 ガラス工事○

○

有　無　適用除外

業種名
完成工事高

２年又は３年平均（千円）
希望する業種 業種名

完成工事高
２年又は３年平均（千円）

希望する業種

E-mail アドレス　※3 　keiyaku@city.numazu.lg.jp

設立年（西暦） 　1988年４月１日

保険加入　※4 雇用保険 有　無　適用除外 健康保険 有　無　適用除外 厚生年金保険

ＦＡＸ 055　　－　　931　　－　　8892

3

所在地
　〒　　410　　－　　8601 　〒　　420　　－　　0001

　静岡県沼津市御幸町16番１号 　静岡県静岡市△△１丁目２番３号

法人番号
（１３桁）

1 4 5 6 7

　株式会社　静岡

　所長

　沼津　花子

　ヌマヅ　ハナコ 　ヌマヅ　タロウ

　沼津　太郎

電　話 055　　－　　934　　－　　4713

  ７・８　　　　　　業  者  カ  ー  ド　　　　　（建設工事）

申請人
登録をする事業所名　※１

（本社のみ又は支店、営業所、出張所等）
本社又は本店　※２

（委任する事業所がある場合）

建設業
許可番号

大 臣 知 事 コ ー ド ― 許　　　　　　　　可　　　　　　　　番　　　　　　　　号

2 2

フリガナ

名　称

代
表
者

役　職 　代表取締役

フリガナ

氏　名

― 0 1 2 4 5

　ヌマヅエイギョウショ

　沼津営業所

　カブシキガイシャ　シズオカ

業者カード１/３



番号
建設工事の

種類
特に希望する
工事の種類 コード 工事の種類 番号

建設工事の
種類

特に希望する
工事の種類 コード 工事の種類

1 土木一式工事 ○ 001 一般土木工事 14 しゅんせつ工事 055 しゅんせつ工事

002 下水道推進工事 15 板金工事 056 板金工事

003 橋梁下部工事 16 ガラス工事 057 ガラス工事

○ 004 河川・港湾工事　※1 17 塗装工事 058 建物塗装工事

005 造成工事 059 橋梁塗装工事

006 治山工事 060 路面標示工事

007 PC工事 061 ライニング工事

2 建築一式工事 008 木造建築工事 062 アスベスト対策工事

009 鉄骨造建築工事 18 防水工事 063 防水工事

010 鉄筋コンクリート造建築工事 19 内装仕上工事 064 インテリア工事

011 鉄骨鉄筋コンクリート造建築工事 065 畳工事

012 プレハブ建築工事 066 防音工事

013 文化財改修工事　 067 アスベスト対策工事

3 大工工事 014 大工工事 20 機械器具設置工事 068 エレベータ設備　（一般）

4 左官工事 015 左官工事 069 エレベータ設備　（小荷物用）

5 とび・土工・コンクリート工事 ○ 016 遊具・体育施設工事 070 プラント設備工事

017 フェンス設置工事（防球網設置工事を含む） 071 計装機器工事

○ 018 道路付属物設置工事 072 運搬機器工事

019 杭打ち・杭抜き工事 073 ポンプ設備工事

020 土砂等の掘削工事 074 集塵機器工事

021 コンクリート工事 075 舞台装置工事

022 地盤改良工事 21 熱絶縁工事 076 熱絶縁工事

023 地すべり防止工事 22 電気通信工事 077 放送機械設備工事

024 法面保護工事 078 データ通信設備工事

025 足場等仮設工事 079 TV電波障害防除設備工事

6 石工事 026 石・ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ積み（張り） 080 無線通信設備工事

7 屋根工事 027 屋根ふき工事 081 有線通信設備工事

8 電気工事 028 照明設置工事 23 造園工事 082 苑地築造工事

029 発電設備工事 083 屋上等緑化工事

030 送配電設備工事 24 さく井工事 084 さく井・さく孔・掘削工事

031 受変電設備工事 085 揚水設備工事

032 構内電気設備（非常用電気設備を含む）工事 25 建具工事 086 木製建具工事

9 管工事 033 給排水衛生設備工事 087 サッシ工事

034 浄化槽設備工事 088 シャッター工事

035 冷暖房・空気調和設備工事 089 自動ドア工事

036 ガス配管設備工事 090 ふすま工事

037 管内更生工事　※2 091 金属製建具工事

038 厨房設備工事 26 水道施設工事 092 取水・浄水・配水施設工事

10 ﾀｲﾙ・れんが・ﾌﾞﾛｯｸ工事 039 築炉工事 093 下水処理設備工事

040 ﾀｲﾙ・ﾚﾝｶﾞ・ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ積み（張り）工事 27 消防施設工事 094 自動火災報知設備工事

11 鋼構造物工事 041 鉄骨工事 095 消火設備工事

042 鋼橋上部工事 096 スプリンクラー設備工事

043 河川用水門扉工事 097 排煙設備工事

044 鉄塔工事 098 避難設備工事

045 貯蔵用タンク工事 099 非常警報設備工事

046 歩道橋工事 28 清掃施設工事 100 ごみ処理施設工事

047 樋門・樋管扉工事 101 し尿処理施設工事

048 橋梁耐震補強工事 29 解体工事 102 工作物解体工事　

12 鉄筋工事 049 鉄筋加工工事

13 舗装工事 050 アスファルト舗装工事 ※1 作業船を使用できる場合に希望可能

051 セメント・コンクリート舗装工事 ※2 管内検査用テレビカメラを使用できる場合に希望可能

052 インターロッキング工事

053 クレイコート工事

054 透水性舗装工事

【記入上の注意】

・経営事項審査において業種間振替（業種間積み上げ）を行うと、振替元（積み上げ元）の許可業種は審査対象業種
として申請できないため、当該許可業種について、「特に希望する工事の種類」として希望できません。

・例として「とび・土工・コンクリート工事」の実績を「土木一式工事」に振替し、「とび・土工・コンクリート工事」の完成工
事高が０円の場合は、総合評定値（P）があっても、「特に希望する工事の種類」として「とび・土工・コンクリート工事」
のコード016～025は希望できません。

建設工事入札参加資格認定希望業種のうち、特に希望する工事の種類

商号又は名称 株式会社　静岡　沼津営業所

・建設工事入札参加資格認定希望業種のうち、「特に希望する工事の種類」に最大４種類まで「○」を付けてくださ
い。「特に希望する工事の種類」は１年間は変更できません。「特に希望する工事の種類」は、指名競争入札の業者
選定時の参考とさせていただきます。

・「特に希望する工事の種類」については、当該建設業の許可及び経営事項審査（完成工事高が０円の場合は不可）
を受けており、かつ「建設工事の種類」が直前２年間の各事業年度において実績を有していることが必須です。（例：
遊具・体育施設工事の実績が２年間なくても、とび・土工・コンクリート工事としての実績が２年間あればよい）

業者カード２/３



商号又は名称

以下の内容についての該当の有無について 有 レ 無

●資本関係に関する事項

親会社（会社法第２条第４号の規定によるもの。）

1 1 2 － 1 2 3 4 5 6 2 －

子会社（会社法第２条第３号の規定による子会社）のうち、建設業許可を有している子会社

1 2 2 － 1 1 1 1 1 1

2 －

3 －

4 －

5 －

6 －

7 －

8 －

9 －

10 －

　●役員の兼任に関する事項

役職名 氏名 兼任先の建設業許可番号

1 2 2 － 1 2 3 4 5 6

兼任先での役職 兼任先の商号又は名称

役職名 氏名 兼任先の建設業許可番号

2 －

兼任先での役職 兼任先の商号又は名称

役職名 氏名 兼任先の建設業許可番号

3 －

兼任先での役職 兼任先の商号又は名称

役職名 氏名 兼任先の建設業許可番号

4 －

兼任先での役職 兼任先の商号又は名称

役職名 氏名 兼任先の建設業許可番号

5 －

兼任先での役職 兼任先の商号又は名称

　【記載要領】

１．本調書は、申請日現在で作成すること。

株式会社　静岡　沼津営業所

建設業許可番号 建設業許可番号

商号又は名称 (株)東京 商号又は名称

本店住所 東京都港区赤坂〇－〇－〇 本店住所

建設業許可番号 　商号又は名称 (有)御幸

建設業許可番号 　商号又は名称

建設業許可番号 　商号又は名称

建設業許可番号 　商号又は名称

建設業許可番号 　商号又は名称

建設業許可番号 　商号又は名称

建設業許可番号 　商号又は名称

建設業許可番号 　商号又は名称

建設業許可番号 　商号又は名称

建設業許可番号 　商号又は名称

取締役 駿河　太郎

２．親会社は建設業者に限らず持ち株会社等も期待の対象となります。親会社が建設業許可を受けていない場合
　　には、建設業許可番号欄に「なし」と記載すること。
３．役職名には、「代表取締役」、「取締役」（社外取締役を含む。）、「管財人」、又は「執行役」（代表執行役を
　　含む。）のいずれかを記載する。「監査役」、「執行役員」等は役員に該当しない。
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